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健康高知は じ め に

• 大きな政府 ⇒ 小さな政府へ
– 経済規模に見合った社会保障制度へ

– キーワードは持続可能性

– 民でできるものは民で・・

• 構造改革の中の二つのバトル
– 経済界と社会保障関係者

– 国と地方

• 目標管理、成果主義の時代
– キーワードは、数値目標とインセンティブ

• ヘルス行政の変革
– 一次予防は、行政

– 二次予防・三次予防は、保険制度へ

– ヘルスプロモーションはどこへ？？



健康高知

人口構成（推計）医療保険医療費（推計）

65歳

75歳

Ｈ１９年度

１２．２兆円
（36.0％）

１４．８兆円
（44.0％）

３３．７兆円

６．７兆円
（20.0％）

Ｈ３７年度

１９．１兆円
（29.8％）

３３．７兆円
（52.5％）

６４．２兆円

１１．４兆円
（17.7％） 10,100万人

（79.1％）

12,７00万人

Ｈ１９年度

1,３00万人
（10.1％）

65歳

75歳
1,４00万人
（10.9％）

Ｈ３７年度

8,７00万人
（71.7％）

2,000万人
（16.8％）

12,100万人

1,400万人
（11.5％）

（注）「社会保障の給付と負担の見通し」（平成１６年５月）を基礎として推計
人口構成は「日本の将来推計人口 平成１４年５月推計」（国立社会保障・人口問題研究所）より

Ｈ３７年には、後期高齢者 ７００万人増 ⇒ 医療費２１．５兆円増
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経済規模に見合った社会保障に向けて
（経済財政諮問会議の４委員の意見:H17.2.15）

社会保障制度の最も重要なことは、給付の手
厚さではなく、制度の「持続性」である

積み上げで給付費を捉えるのではなく、名目
ＧＤＰの伸び率を指標に、総額の伸びを管理
すべき

本年中に２０１０年（H22）までの５ヵ年計画を
策定（以下を組み合わせた改革工程を明示）
 医療サービス向上プログラム

 名目成長の伸び率とリンクするマクロ経済スライド方式の導入

 公的保険でカバーする範囲の見直し

牛尾（ウシオ電機）、奥田（トヨタ自動車）、本間（大阪大学）、吉川（東京大学）

注）マクロ経済スライド ： 賃金・物価スライドに加え、人口構成など社会全体の負担能力の変動に見合ったスライド率で将来の給付額を調整すること

（例）少子化が進展したり、平均余命が伸びれば、将来の給付水準を引き下げる



健康高知
経済財政諮問会議と厚生労働省の医療費適正化
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経済成長に見
合った医療費
の総額抑制を
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三位一体の改革と厚生行政への成果主義（目標管理）の導入

高齢化の進行と
社会保障負担の増大

低経済成長時代
失業、雇用不安

社会保障制度改革 （持続可能性がキーワード）

①適正化、予防（疾病・介護予防）、自立・就労支援
②負担と給付の見直し（ホテルコスト等）
③都道府県単位の保険者の再編統合

三位一体の改革 （厚労省対案）

①地方提案に基づく税源移譲 850億
②国保、（生保、児扶手）への県負担導入 6850億＋α
③成果主義の導入(交付金化と統合補助金化)  3300億

社会保障費用の増大
と財政危機

生活習慣病予防
介護予防

入院→介護→在宅(居宅）までの「連携パス」
生活保護、母子家庭の自立就労支援 等

医療費の適正化
保険者の再編統合

地域密着型サービス
住み替え住宅

介護保険事業支援計画医療計画等健康増進計画健康フロンティア戦略

実
態
把
握

（
数
値
目
標
）

計
画
策
定

実

施

数
値
目
標

に
よ
る
評
価

成果
交
付
金

統
合
補
助
金

厚労省の飴と鞭

厚生行政への成果主義・目標管理の導入（PDCA）

・高まる自由度（補助基準の緩和）

（主体的、弾力的な事業運営を可能とする）

・計画内の自由な箇所付け

・事業間経費使用の弾力化 等

・透明性の高い客観的指標に基
づく交付額の算定

総合政策として推進
都道府県の役割強化

適正化
予防

自立就労
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中長期的・構造的な医療費抑制策の3本柱

（３）地域生活

機能の重視×
（１）生活習慣病
の予防

在院日数の短縮

（２）患者を中心とした地域連携パス
（医療機能の分化・連携と在院日数の短縮）

急性期 ⇒ 回復期 ⇒ 慢性期 介護保険施設 在宅

● 自宅・施設外の多様な

住まい方の実現

● 365日、24時間の安心

・地域密着型サービス

・在宅医療の推進

・医療と介護の連携

入 院

×
○



健康高知
構造改革による生活習慣病対策の今後の動向

一次予防＋二次予防
（老人保健法＋健康増進法）

一次予防
（ポピュレーション・アプローチ）

二次予防
（ハイリスク・アプローチ）

健康増進法第９条に
基づく健診指針見直し

２段階健診
保健指導の重点化・効率化

市町村健康増進計画 健診・保健指導事業計画（仮称）

都道府県医療費適正化計画都道府県健康増進計画

保険者協議会健やか生活習慣県民運動推進会議（仮称）

健保法・国保法等改正
老人保健法見直し

健康増進法
食育基本法

評
価
・
調
整
交
付
金

都道府県医療計画 都道府県介護保険事業支援計画

市町村 保険者

都道府県

（注）生活習慣病とは？

⇒メタボリック・シンドロームが主

がん検診は、どこに？
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糖尿病の有病者及びハイリスク者の推計値

７４０万人

ＨｂＡ１ｃ ５．６ ～ ６．１ ＨｂＡ１ｃ ６．１以上

治療なし

８８０万人

（５．７万人）

治療なし

５２８万人

（３．４万人）

治療中
２１２万人（１．４万人）

透析・視覚障害合計 １６２０万人（１０．５万人）

（注）外数は全国値、（ ）内は高知県の推計数

（５．８万人）
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介護保険外の高齢者保健福祉施策介護保険外の高齢者保健福祉施策

地域支援事業の中の介護予防事業の位置づけ

第二号被保険者 高齢者（第一号被保険者）

元気高齢者 虚弱高齢者
（高齢者人口の概ね５％）

要介護認定者

特定高齢者施策

ハイリスク・アプローチ
による介護予防事業

地域支援事業

新
予
防
給
付

介
護
給
付

一般高齢者施策
ポピュレーション・アプローチによる介護予防事業

老人保健事業
による

生活習慣病予防
（2４0億：△50億円）

◆地域支援事業交付金494億
介護予防事業：96億円
（介護給付費の0．5％と仮定）

⇒ 老人保健事業 50億
＋ 介護予防

地域支え合い事業 46億

基本健診に介護予防健診（？）を上乗せ
・財源措置なし
・受療中の者の受診が必要

平成20年には、Ｍｅｔ．Ｓ対策は、

国保、健保等の医療保険者へ！

「介護予防は、介
護保険で」というこ
とで良いのか？

事業費は、介護保険！！
人件費は、ヘルスから？？
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他律的計画（目標管理）か 自律的計画（目標管理）か

これまで

補助金・負担金

計画のための
計画

曖昧な目標設定

金

計 画

目標管理

交付金・統合補助金

交付金獲得の
ための計画

他律的目標管理

キーワードは、
インセンティブ

今

一般財源化

地方自治の
品質向上

自律的目標管理

ゴールのイメージ
が大切！

これから
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アウトソーシング・ダウンサイジング時代の
公衆衛生（地域保健）行政

健康を支援

する環境づ

くり

個人技術の向上

健康

（障害）

豊かな人生
住民組織活動の強化

（島内 1987 ，吉田・藤内 1995 を改編）

二次予防と三次予防は、保険制度主体へ？
⇒ 民間へのアウトソーシングも・・

パーソナル・ヘルスケア・サービス

パーソナル・ケア・サービス



健康高知自助、共助、公助とヘルスプロモーション

自助

共助

公助

むかし

自助

共助

公助

いま

大きな政府小さな政府

これから


